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皿 電話事業における公共性 の確保 をめ ぐって
本章では,電 話事業 における公 共性91をいかに確保 してい くのか,本 来 の意
味で の公的規制 を どう保障 してい くか について検討す る。換言す るならば幾度
か指摘 した ことで あるが,1985年の制度改革で採用 されあま り他 の諸国で例 を
みない 「電気通信設備 の設置 の有無」 による区分で はな く,「基本通信サー ビ
ス」 ζ 「高度サ ー ビス」 との区分 による規制方式 を採用 し.「基本通信サー ビ
ス」 は 「公 的規制」の もとに,「高度 サー ビス」 は競争 原理に との政策提言で
ある。
まず 「公共性 の確保」の問題について言及する。換言す るならば 「民営化 さ
れた企業」=NTTに おける 「公共性」 と 「競争 原理」の トレー ド ・オフの問
題で ある。
このような問題 につ いて筆者の提起 と同様 の提起 をされてい る佐 々木弘 を援
用すれ ば,電 電 「改革」 に ともな う論稿で以下の よ うに問題 を提起 す る。 「民
営化 された企業 におい て,当 然経営の 自主性が十分発揮するよう確保され なけ
れば ならない として も,で は政府 の関与す る局面 は全 く排除され うると考 えて
よいのか」 「何等か の 『公 共性』あ るいは 『公共サー ビス』 の供給責任がなお
要請 され る一面が存す るので はないか」「もし,そ れがあ りうるとすれば,い.
か に して,そ の要請 と競 争原理 とは適切 にバ ランスされ るべ きものなのか」
9)電話事業における公共性の問題については,原野翅 〔47〕等も参照のこと。
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(〔58〕p.25)と提 起す る。 そ して 「電気 通信 サ ー ビ スの 内 に は,競 争 原 理 に
全面 的 にさ らす こ とにな じまない サ ー ビスが 存す る こ とは明か で あ ろ う。 つ ま
り,電 気通 信 サ ー ビス には,競 争 メ カニ ズ ム に適 したサ ー ビス分野 と競 争 メ カ
ニズ ム に適 さず,む しろ政 府 関与 に期待 しう る分 野 とが並 存 して い る とみ られ
るので あ る」(〔58〕p,28)と主張 す る。
そ して今 回の 電電 「改革」 で採 用 された 政 策の 問題 点 を 「新事 業 法 が採 用 し
た事 業 種別(『 第 ユ種」 お よび 『第2種 事業 」)が必 ず し も 『競争 』 や 『規 制』
とい う,市 場 で供 給 され るサ ー ビスの特 性 に即 した分 類 と整 合性 を もってい な
か っ た こ とに起 因」 し,こ の こ とは 「『第1種 』 事 業 者 は競 争 に な じみ に くい
『基 本通 信 サ ー ビス』 のみ で な く,競 争 的市 場 で 供給 可 能 な 『高度 サ ー ビス』
の分 野 にまで進 出す る とい う,2つ の全 く性 質を異 にす る タイ プのサ ー ビス を
同時 に提 供 す る こ とが 可 能 に な るが,こ れ は,会 計 の整理 や いわ ゆ る共 通 費 の
配 賦 をめ ぐって深 刻 な論議 を もた らす」(〔58〕p.29)と指摘 す る。
以 下,公 共性 の確 保=公 的規 制 の問題 につ いて検 討 す るが,ま ず 第1節 で は
筆者 が提起 す る ア メ リカに お け る 「基 本 通信 サー ビス」 ・ 「高度 サ ー ビス」 の
規制 方 式 につ い て概 説lo.し,次いで 第2節 で は 日本 にお け る公共意 志 決 定 の プ
ロセ スの 問題 点 につ い て言 及 し,第3節 並 び に第4節 で は,「範 囲の 経済 性 」・
「内 部相 互補 助 」の 問題 につ いて検 討 す る。
工.「基 本 サ ー ビス」 ・「高度 サ ー ビス」
ア メ リカ に お け る電 気 通 信 政 策 は,西 田達 昭(〔53〕),古城 誠 ・南 部 鶴 彦
(〔48〕〉 に よ る要 約 に よ る と以 下 の 通 りま とめ られ よ う。 周 知 の 通 り,ア メ リ
カに お け る電 話事 業 はベ ルが 電話 を発 明 し,初 期 の電話 会 社 乱立 時代 を経 て,
長年 ベ ル ・システ ムが独 占 して きた歴 史 が あ る。1956年の同 意判 決 にみ られ る
よ うに,電 話事 業 とコ ン ピュー タ(通 信 とデー タ処理)は 棲 分 が行 わ れ てい た
が,こ の 間 の通 信 技術 とコ ン ピュー タ技 術 の技 術 革新 に よ り,通 信 とデ ー タ処
】0)コンビ品一夕調査については,Temin〔60〕等も参照のこと。
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理 の境界 が 不 明確 とな り,こ の境 界 を明確 に して,規 制 分野 を明 らか にす る 目
的 でFCC(連 邦 通信 委 員会)が 電 気通 信 に関 す る規 制枠 の再 検討 に と りか か
り,第1次 コ ンピュー タ調 査(1966-71年)第2次コ ン ピュー タ調 査(1976-80
年)の2度 の調査 を経 て,決 定 した もので あ る。 この第2次 コ ンピ ュー タ調査
で 裁 定 さ れ た 区 分 が,「 基 本 通 信 サ ー ビ ス」(BasicService)と「高 度 サ ー ビ
ス」(EnhancedService)であ り,前 者 を規 制 分野,後 者 を非 規 制 分 野 とす る
もので あ る(〔53〕PP.65-67)。筆 者 の 「規 制」 ・「競 争 」 区 分 は こ こに ヒ ン ト
を得 てい る。
この区分 につい て敷 衍 す る と 「1981年,FCCぽ,第2次 コ ンピ ュー タ裁 定
で 第1次 裁 定 を大 き く修正」 「第2次 裁定 の 内容 は,付 加価 値 通信 と して提供
さ れ るデ ー タ処理 サ ー ビスは,通 信 サ ー ビス と」 し 「付 加 価値 サ ー ビスの うち
基本 サ ー ビス は,電 話 会社 本 体で提 供 で き る こと と し,規 制 の 対象 とす る,高
度 サ ー ビスお よび機器 は非 規 制 とす る」 「電 話会 社 の競 争 サ ー ビス につ い て,
独 占サ ー ビス と競 争 サ ー ビス との 間 に隔壁 を設 け」 「競 争 サ ー ビス へ の規 制 を
差 し控 え る との ア プ ロー チが」 「ア メ リカの規 制 の特徴 を示 す もの」(〔48〕p.
41)であ る。
この よ うに ア メ リカ におい て は,「基本 通信 サ ー ビス」 は 規制 の対 象 で,「高
度 サ ー ビス」 は 自由化 との政 策で あ る。 日本 にお け る電気 通 信 政策 で もこの方
式 を踏襲 す べ きで あ る と考 え られ るが,以 下 次第 で は,何 故 日本で は この よ う
な政 策 が採 用 され ず に現行 の政策 が採 用 された か を,そ の意 志 形成 プ ロ七 スの
相 違 か ら考 えてみ る こ とに しよ う。
2,日 本 の 公共 的意 志形 成 プロ セスの 問題 点
日本 の公 共 的意 志形 成 プロセ スの 問題 点1Dは,奥 野正 寛 ・鈴村 興 太郎 に よ る
要 約 に よれ ば以 下 の通 りま とめ られ る。 「日本 の公 共 的 意志 形 成 プ ロセ スの 問
題 点 を際 だ た せ るため には,日 本 とア メ リカに お け る規 制機 関 の構 造 と規 制改
U)公 共的意志決定プロセスの問題については,大村達弥 〔54〕等も参照のこと。
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革 の審議 プロセスを比較 してみる ことが有効である」「日本 におけ る審議 プロ
セスの中心 は,電 気通信事業 を管轄す る郵政省が諮問す る電気通信審議会であ
り,こ の審議会の構成 メ ンバーの選択や審議 プロセスの立案 と管理 あ るいは
答 申案 の集約 と執筆の各段階 は,当 該官庁が事務 局 とな って取 り仕切 る慣行が
確 立され」「しか も,審 議会 における審議 プロセ スはすべて非 公開で あ り,参
考人による意見陳述 も,審 議会の外部に漏 らす ことは許され」ず 「これ とは対
照的に,ア メリカにおける規制の仕組み と規制改革の審議プロセスは,規 制機
関の多元性 と審議の公 開性 ・透 明性 に特徴づ けられ てい る」「日米の規制の仕
組み と規制改革の審議 プロセ スに こうした著 しい対照が生まれた背景 は複雑で
あ り,それ な りの歴史的根拠がある」が 「アメリカの規制機関は多元的一 長
距離通信サー ビスを規制するFCC,地 域通信サー ビスを規制する各州公益事
業委員会,AT&Tの 分割 を決定 した ワシン トンD.C.地 裁のグ リー ン判事
一 であ り,調 整 の長期化 と行政 コス トの肥大化 とい う大 きな犠牲 とひきかえ
に,審 議 プロセ スの公開性 ・透明性 が確保 されてい るこ とも明かで ある」「ア
メ リカにおける透明性 ・明確性 ・公開性 に特徴づ けられ る意志決定 プロセスの
あ り方 は,今 後 日本 において規制 と競争の枠組 みの検討を有効かつ理性的に進
め,公 平で効率的な枠組みを模索す るうえで,十 分 な考慮 に値 する と考 えられ
る」(〔55〕PP.100-101>と述.べてい る。
ここで の指摘 は傾聴 に値す る。電電公社が民営化 され る過程での国会論議に
ついては西田達昭 〔53〕が詳 しいが,以 下,こ こでの指摘 をま とめ ると次 のよ
うに要約で きよう。 日本 における公共的意志形成のプロセ スは,当 該事業 を管
轄す る省 による審議会へ の諮問(電 気通信事業の場合は,郵 政省に よる電気通
信審議会】21への諮問)→ 当該官庁事務局による答申案の集約 と執筆→審議会 に
12)筆者は,別 稿で この審騒会による章志決定ブロ ヒースを批判している。1995年の制度 「改革」で
NTTが 発足 し,すさまじい 「合理化」が展開されているが,こ の 「合理化」を推進す る車の両
輪 として電気通信審誰会が果 している役割には大きなものがある。詳 しくは,西 田達昭 「NTT
にみる民営化後の経営 と労働」森岡孝二編 「現代 日本の企業 と社会一 人権ルールの確立をめさ
して一 」法律文化社,1993年(刊行予定)を 参照のこと。
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おける非公開の審議→当該官庁 に都合の よい答 申案 の答申L31,との流れ にまと
めることがで きよ う。 しかるに,ア メリカにおける規制の仕組 み と規制改革の
審議 プロセスは,そ の 「習慣 ・歴史 ・国境 を越 えて制度や社会機構 を移植す る
こ とが容易 にで きる ものではな い」(〔55〕p.100)ことを割 り引 い て も透 明
性 ・明確性 ・公 開性の点で優れてお り,日本 における政策立案 を考 えてい くう
えで考慮 に値する と考 えられよ う。
前節で検討 した 「基本通信サー ビス」 ・ 「高度サー ビス」の区分で はな く,
「設備設置の有無」に よる区分は,こ の文脈 に照 らせば,政 府 に都合 のよい政
策 を答 申して くれ る調査会の設置→臨調答 申(競 争導.入のための分割答申)→
民営化を優先 させ るための分割案先送 り(見直 し条項 による電気通信審議会の
審議)→ 分割延期 ・NCC育 成 に都合のよい区分の採用→ 「電気通信設備設置
の有無」 による 「非対象規制」 との構図が浮か び上が って こよ う。
以下,次 第以降で は日本における電気通信政策 を考 えてい く上で重要 と考 え
られ る 「範囲の経済性」 ・ 「内部相互補助」 の問題 について検討 しよう。
3,範 囲の経済性
「範囲 の経済性」については,奥 野正寛 ・三輪芳朗 による要約に よれぽ,以
13)この当該官庁に都合のよい答申案の見本が 「公衆電話料金値上げ」を答申した 「郵政省研究
会」である。以下,す こし長いが新聞報道を引 くと 「公衆電話のあるべ き姿を検討 していた郵政
省の 『共同利用型電気通信端末施設 の在 り方に関する調査研究会1(座長 ・岡野行秀東大名誉教
授)は16日,『公衆電話の料金は,(基本料をとらないなどの点で)加 入電話とは費用構造が違 う
ことに着目した体系であることが望 ましい』とす る中間報告をまとめた。市内通話料金の見直 し
とは切 り離 し,公衆電話料金の単独値上げを容認する内容だ。NTTは 現在,公 衆電話料.金の値
上げ案をま とめる作業 を急いでいるが,こ の中間報告で値上げの根拠は整 ったことになる」「中
間報告によると,公 衆電話には①あ らゆる人がいつで も手軽に利用で きる通信手段②需要があれ
ば ファクス,テ レビ電話など多様なサー ビスが期待で きる高度な情報通信拠点,と い う2つ の性
格がある,と 指摘。そのうえで,事 業運営は独立採算を基本原則 とす ることを確認。 また,加 入
電話と違 って基本料や端末機器の使用料がない点などか ら,公 衆電話の現行料金は加入電話より
安 くなッていると指摘 している」(「朝口新聞」1993年3月17日付)と 述べている。
電話の特性か らして,公 衆電話か ら公衆電話へ通話す る7リ ー ライダーはあ りえず,公 衆電話
は加入電話 とのセ ットではじめて役に立つ ものであ り,「加入電話 と違 って基本料や端末機器の
使用料がない点などから,加 入電話 より安 くなっている」とは理解に苦 しむ理由づ けであるワ
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下 の通 りで あ る。 「電 気 通信 サ ー ビス,と くに有 線 の 電話 サ ー ビス は,実 質 的
に さま ざ ま な異 な るサ ー ビスの集 合体で あ る」 「これ らの(市 外 長 距 離通 話 ・
市 内通話 な ど一 引 用者)サ ー ビスの どれ を提 供 す る と して もその た め には,通
信 の ネ ッ トワー クや交 換機 が 必要 で あ」 り 「ネ ッ トワー クの建 設 費 用や 交換 機
の購 入 費用 を は じめ と して,電 気 通信 サー ビスを提供 す るた め に必 要 な費 用 の
大 きな部分 が,提 供す るそれ ぞれ の サ ー ビス に個 別 に必 要 な費 用で はな く,提
供 して い るサ ー ビ スす べ ての た め に必 要 な 『共通 費 用』 であ る」 「この よ うな
膨 大 な共通 費 用 の ため に,ビ ジネ ス電話 と家庭 電話 を独 立 に提 供 した り,長 距
離 サ ー ビス と市 内 サー ビスを別 々 に独立 した事業 体 と して提 供 す る場 合 に比 べ
て,そ れ らをひ とつ の事 業体 が 同時 に提供 した方 が ,社 会 的 に は よ り少 な い費
用で 提 供 で きる」(〔56〕PP.127-128)。とい うの は 「そ れ ぞれ の 事 業体 が もっ
こ とに なる通 信 ネ ッ トワー クや 交 換 システ ム,あ るい は研 究 開発 費 な どの共通
費用 を ひ とつ の事 業体 が もつ だ けで よ く,共 通部 分 の効率 的 な利 用 が可 能 とな
るか らで あ」 り 「この よ うに,複 数 のサ ー ビスを 別々 の事 業体 が提 供す るよ り,
それ らのサ ー ビスを同 時 に ひ とつ の事 業体 が 提供 した方 が よ り低 い 費用 で提 供
で き る場 合,『 範 囲 の経 済 性』 が存 在 す る とい う」(〔56〕p.128)。また 「範 囲
の経 済 性 と関 連 す る重 要 な政 策上 の論 点 は,次 の2点 で あ」 り 「第1は,(水
平 また は垂 直)分 離 を行 う際 に発 生す る政 策 コス トとの 関連 で あ る。他 の条 件
が 同 じな ら,範 囲 の経 済性 の程度 が著 しい ほ ど,そ れ だ け分離 を行 う こ との社
会 的 コ ス トは大 きいか らで あ」 り 「第2は,内 部 補助 で あ る」(〔56〕p,128)
と述 べ る。
こ こで の指 摘 も重 要 で あ る。 「範 囲 の経 済 性 」 につ い て ,そ の 内実 を要 約 す
れ ば,電 気 通信 サ ー ビスは様 々 なサ ー ビスの集 合体 で あ り,こ れ らのサ ー ビス
をひ とつ の事業 体 が提 供 した方 が よ り安 い費 用で 提供 で き る とい う こ とで あ る。
先 述 の 「自然独 占=規 模 の経 済性 」 が どち らか とい えば 「必 需性 」 「地域 独 占」
に着 目 した の に対 し,こ の 「範 囲 の経 済性 」 は提 供 さ れ るサ ー ビスの垂 直 的結
合 に着 目 して い る点 に特 徴 が あ る とい え よ う。電 話事 業 とい うそ の サ ー ビス の
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特 性 に注 目す れ ば,市 外 通話 ・市 内通 話 ・公 衆 電話 ・電話 番号 案 内 等 各種 サ ー
ビスを個 々バ ラバ ラに と らえ るので はな く統 合 して とらえ る観 点 が 必要 で あ ろ
う。
4.内 部相互補助
また 「内部相互補助」 の問題回,について検討する と,こ の概念 については森
統がその整理 を行 っている。その整理 によれば 「多部 門にわた り財 ・サー ビス
を供給す る公益事業体における内部補助(crosssubsidization)の問題は,と き
には事業体の赤字経営 と絡みつつ,効 率や公正の観 点か ら主に論 じられて き」
「内部補助 は,好 採算 サー ビスと不採算サー ビスの相対価格 に極度 の歪みを も
た らす とい う意味で非効率である,ま た,内 部補助 は,好 採算サー ビスの利用
者 に所得移転 をもたらすが,ζ れは所得分配の公平を損 な う結果 にな る,あ る
い は受益者負担 の原則が満たされない,等 等」 「こ うした議論 や批判 の正当性
を評価す るためには,従 来不十分 と思われ る,内 部補助 に関す る概 念や視点の
理論的整理が まず第一に重要であ」 り 「論点は3つ にわかれ」,第1に は,「内
部補助 をどう定義づ けるか」 「内部補助の存否 の判断 は,特 に多部 門にまたが
る共通費が存在す る場合 には,採 用す る判断基準 によ り異 な り得 る」 第2点 は,
「内部補助が,効 率 と公正の価値判断 とどの ように結び付 くか」 第3の 点 は,
「最近注 目をあびたコ ンテス タブル市場 の議論 に関連す るが,内 部補助 と維持
可能性 との関係である」(〔50〕PP.79-80)と論点 を整理 されている。
そ して 「効率性 と所得分配の公正 を くみ あわせた社会 的厚生 を問題 にす る場
合 には,多 くの論者が正 しく指摘 してい るように,内 部補助が社会的に容認 さ
れるべ きか否かは,社 会的厚生 に関す る価値判断に依存 し,内 部補助それ 自体
で判断され るものではな」 く 「もし,収 支均等制約の下で社会 的厚 生 を最大化
す る価格(準 最適価格)が,内 部補助 を含 むならば,そ の内部補助 は容認すべ
きであ る」(〔50〕p.90)と述べ られ る。
14)「内部相互補助」の問題については,醍醐聡 〔45〕,水野敬三 〔49〕等も参照のこと。
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こ こで,「 内部 相 互 補 助」 の具 体 的数 値 と して発 表 され て い る デー タを検 討
す るこ とに しよ う。 図1の 「電話 料 金 の 部 門別 収 支 」 を示 しつ つ,「 コス ト構
造 にマ ッチ した料 金 を」 と訴 えるNTT広 報 部長 竹 内 道雄 の 主張 を聞 けば 以下
の通 りで あ る。 「現 在 のNTTの 料 金 体系 は,電 電 公 社 時代 の独 占 を前提 と し
た料 金 体系 を基 本 的 に継 承 した もので あ」 り 「そ の結 果,図1に 見 られ る よ う
に,市 外 通話 の大 幅 な黒 字 で,市 内通話,基 本料,番 号 案 内,公 衆 電話 等 の基
盤 的 な ロー カルサ ー ビスの赤 字 を補 うとい う収支 構 造 上 の大 きな ア ンバ ラ ンス
を抱 え てい る」 と説 く。 そ してrこ の収 支構 造上 の歪 み の大 きさ は,仮 に各 々
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げが可能であ り,他方,市 内通話料金 は20%の引 き上げ,基 本料金 は30%の引
き上 げ,公 衆電話料 金は30%引き上 げ,番 号案内料金 は料金引 き上 げのほか,
サー ビスのあ り方 を抜本 的に見直 さなければ な らない」(〔58〕p.48)と,主
張す る。
続 けて,こ の値上げ主張の根拠 を 「管理された競争」のためだ として 「従来
の独占の枠組みの中で は,市 外か ら市内への内部相互補助 によ り,市 内料金を
コス トよ りも安 く,そ の分,市 外料金 を コス トよ りも高 く設定す ることが,
ユ ーザー間の負担 のあ り方 として政策的に是認 されれ ば,そ れが維持 可能で
あった」が,し か し 「1985年電気通信分野に全面的 に競争導入 を可能 とす る大
きな枠 組みの変更がなされ」 「その結果,現 実的 な競争 が黒字部門であ る市外
部 門に集中 し」「この ことは,競 争 とい う環境 の下で は,市 外の黒 字で市 内の
赤字を賄 うとい う内部相互補助構造 は維持不能の枠組みであ り,現 在 の料 金体
系のままでは,長 距離系NCCの シ ェアの増加 によ り,NTTが 電気通信 サー
ビスの基盤 となるローカルサー ビスを全国あまね く安定的に維持す ることが困
難 になる ことは避 け られない」「また,競 争の公正性や健全 性 とい う観点か ら
も,NTTが 市 内の赤字 を市外料金 の中で負担す る一方で,黒 字の市外だ けを
提供す るNCCと 競争す るとい う構造は,イ コールな競争 を促進 しその成果 を
ユーザーに還元す るとい う競争 目的 を果たす うえで問題のあることは明 らかで
あ る」「競争導 入の効果を発揮 させつ つサー ビスの安定的な維持 を図 るために
必要な条件ほ,ま ず現在の料金体系 を競争下 にふ さわ しい ものに抜 本的 に見直
す ことであ る」「ロー カルサービスを内部相 互補助 によ り維持す るために市外
部 門に組み込 まれた超過利潤を狙 った長距離系NCCの 参入 という形態 を続 け
てい くとい うことは,基 本的に経済の仕組み全体 としての効率性を損 なうもの
と考 える」「わが 国の場合 において も,競 争導入 とい う環境 の下で,そ の効果
を十分 に発揮 させつつサー ビスの安定的な維持 をす るためには,現 在の料金体
系 を コス ト構造 に見合 った もの に してい くことが不可 欠で あ る」(〔59〕PP,
49-50)と,主張する。正確 を期すためのやや長 きの引用 になったが,こ の広
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報部 長の諜 の裏側 に,一 何故,NTTが 郵政省 と歩調 を合わせNCCを 育
成 し 「管理 され臓 争」 を行・てい るのか一 その理由槻 いだせたようで あ
るむ
こ こでの議論 をま とめておけば,「範囲 の経 済性」で も述べた よ うに電話事
業 というサービスの特性 に注 目すれば各種サー ビスを個々バ ラバ ラにとらえ る
のではな く,電 話サー ビスを・・セ ・トで統一 して把握す る視点が必要であ り,
それ は料金 を考 える場合で も同 じだ とい うことである。
この 「内部相 互補助」 の問題 を考 える場合,そ の分計基準が重要であるが,
その恣意性 については,奥 野正寛 ・三輪芳朗が以下のよ うに 「わが国で は,し
ば しば長距鶴 話料金がNTTに よ・てコス ト以上に高 く設定され・市内電音舌
料金 はコス ト割れになるほど低 く設定 されている と批判 される」が 「しか し内
部補助 を具体的に定義す るためには,共 通費用を各サー ビスに配賦す るとい う
きわめて恣意的 プロセ スを通 じて各サー ビス(役 務)別 の損益を計算す る必要
があ」 り 「負担の公正 に関す る情報 を開示す ることの重要さは ともか く・具体
的に計算された内部補助の額 自体a恣 意性 の高い ものであ ることを注意すべ き
であ る」(〔56〕PP.128-129)と,的を得た指摘を行 っている。
この ように,恣 意的な分計基準で,「赤字」部門を創 り出 し(「経済学では理
解不可 能な部門」15ヨと評される 「基本料金」部 門=営 業 窓口,料 金関係費用が
なけれ ば市外通話の黒字 もあ りえない),「赤字部 門」の事業縮小 ・料金値上 げ
を唱えるのではな く,ま た内部相互補助 の有無ではな く 「社会的厚生」 をいか
に高めてい くのか,換 言す るならば,日 本 における電話事業 を 「いつで もどこ
で も低料金で」 との料金政策 ・理念が必要であろ う。
Wお わ り に
本 稿 が めざ した もの は 日本 の電話 事 業 にお ける 「ユ ニ バーサ ル ・サー ビス」
確 保 の 一 環 と して,そ の 電 気 通信 政 策 にお け る 「公 共性 の確 保 」=「 公 的 規
15)奥野正寛 ・三輪芳』朗 〔56〕129ページ。
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制 」 を そ の 「基 本 通信 サ ー ビス」 に もとめ る とい う もの で あ った。
お わ りにあ た って筆 者 の立 論 を要 約 して お けば,以 下 の 点に ま とめ られ よ う。
① 「規 制 」 と 「競 争 」 は トレー ド ・オフの 関係 にあ るの で はな く,両 立 す る も
の で あ る。具 体 的 に は,電 話 事 業 に お け る 「基 本 通信 サー ビス」(こ こで 念頭
に お いて い るの は,電 話 回線 を利 用 しての通 話 サー ビ ス=い つ で も と こで も低
料金 で 利用 で きる住 宅加 入 電話 サ ー ビスであ る)分 野 は 「公 的規 制」 の下 に お
い て料 金規 制 を行 い,「高度 サー ビス」 に こで 念頭 に おい てい るの はVAN・
ISDN等 主 と して法人 利 用 のサ ー ビスで あ る)は 自由競争 で 料 金 規制 を 差 し
控 え る とい う もの で あ る。② 同 じこ とで あ るが,電 話 事 業 とい う公 益 事 業 は,
電 気 ・ガス ・水 道等 と同 じ くい わ ゆ る 「ラ イ フラ イ ン」 とい わ れ て い る もので
あ り,そ の公 益 性 は極 めて高 く,ま た生 活必 需 的で あ り,そ の事 業 の特 性 か ら
して 「競 争」 にな じむ 分 野で は ない 。電 話 回線 に各 種 の 「高度 サ ー ビス」 を付
加 した もの は,「競争 」 に まか せ て もよいが,「電 話 サ ー ビス」 その もの はそ の
「電 気 通信 を利 用 した コ ミュニ ケー シ ョ ンの権利 」(〔52〕p.62)を保 障 す るた
め に も,低 料 金 で利 用 で きる よ うにすべ きで あ る。
筆者 の主張 をつ きつ め てい えば,以 上 の2点 にま とめ る ことが で きよ う。
しか しなが ら,電 気 通信 政 策 にお ける 「最 初 の ボ タンの掛 け違 え」 に よ る政
策 に よ り,こ の 「公 共 性」 に逆行 す る政 策発 表が 相 次 いで 行わ れ て い る。1つ
は,1993年2月27日付 の 各新 聞紙 上 で報 道 され た 「市 内通 話料 金」 の値 上 げ 問
題 で あ り,も う1つ は,そ のす ぐ後 を追 って3月6日 付 の 新 聞 で 報 道 さ れ た
「公 衆 電話 料金 」 の値 上 げ 問題 で あ る。
最後 に この2つ の問 題 につ い て若 干 コ メ ン トして お こ う。伝 え られ る と ころ
に よれ ば,「NTTの 児 島仁 社 長 は2月26日 の記 者 会 見 で,今 年10月か ら,市
外 通 話 料 金 を新 電 電 と同一 水 準 に引 き下 げ る方針 を改 め て確 認 」 し,同 時 に
「(市外 引 き下 げで)赤 字:経営 に転 落 しか ね ない ため,市 内 料金 をで きるだ け早
く値上 げ した い 」 と述 べ た とい われ る。 「この 日,NTTが 郵 政省 に提 出 した
1993年度 の事 業計 画 に よ る と,新 電 電 との競 争が 激 し くな って い るた め,営 業
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収 入 が5兆8050億 円 と,92年 度 の 実 績 見 込 み に 比 べ て1.5%減 り,経 常 利 益 は
1490億円 と34.9%の減 少 にな る と予 想 しでい る」 「ただ し,こ れ は料 金 停 系 が
現状通 りの場合 の見通 しで,10月か らは新電電各社の料金の計算の仕方が変わ
るため,NTTが 料 金体系を変えない場合,全 国 どこにか ける市外通話で も,
新電電がNTTよ り安 くなる計算 になる」 このため,児 島社長は 「これでは競
争 にな らず,新 電電 と同水準 まで値下 げす る必要があ る。その場合,半 年で
1500億円の原資がか か り,赤字経営 に転落 しかねない」 と強調。 「3月か4月
には値上 げ案 を郵政省 に示 したい」 と述べ,「NTTに よると,92年3月期 決
算で,電 話の市内通話,基 本料,公 衆電話,番 号案 内を合わせた市 内部門の経
常赤字 は約4700億円。 これ を市外通話部 門の約8000億円の黒字が支 えた ことに
な っている。児島社長 ほ,市 内通話料金の値上げ幅の 目安 として,現 行の3分
10円か ら,倍 の20円に引 き上 げれば,市 内部門だけで赤字 を消すだけでな く,
売上高 に対 して8%程 度の利益 を確保す ることがで きると試算 してい ることを
明 らかに した」(「朝 日新聞」!993年2月27日付)と 伝えている。
こ こで述 べ られてい る 「市 内通話 ・基本料 ・公衆電 話 ・番号案内」の 「赤
字」につ いては,第3章 の 「内部相互補助」 の節で,そ の経済学的立場か らの
積算根拠 の恣意性 を検討 しているので繰 り返 さないが,そ れぞれを 「赤字」 と
のこ とで値上げす るので はな く,電 話サー ビス全体 を一体 の もの と考 える必要
があ ることは何度強調 して も強調 しす ぎることはない。
また 「公衆 電話料金」値上 げ問題 については,そ の伝 えられ るところによれ
ば 「NTTは 電話料金体系を見直 し,市 内通話料金の値上げに先行 して公衆電
話 の料金 を改定す るよ う郵政省 に申請す る方針を固め」 「郵政省 も,加 入者電
話 とは別建て に して料金 を見直す考 えを固めてお り,公 衆電話料金 は年 内に も
値上げされる公算が大 きくな っている」 と述べている。そ して 「郵政省 は,公
衆電話 は 『電話のない人のための共 同電話』 という当初の性格が薄れた とみて,
公衆電話だ けに絞 って今後 の存 り方 をさ ぐる調査研究会 を設 け」 「料金問題 も
含めて検討中で,3月 中旬に も中間報告 を出す予定だ」(「朝 日新聞」1993年3
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月6日 付)と 述 べ て い る。 こ の 「公 衆 電 話料 金 」値 上 げ 問 題 につ い て は,注
13)の 「郵 政省 研 究会 」批 判 の と ころで 言 及 してい るので繰 り返 さ ない が,郵
政省 が い う公衆 電 話=「 電話 の な い人 の ため の共 同電 話 」 とは理解 に苦 しむ 理
由づ けで あ る。今 日,町 や駅 な どあ らゆ る所 で 「公衆 電 話」 を利 用 して い る 人
の どれ だ けが 「電 話 の な い 人」 なので あ ろ うか。 「公 衆電 話 」 の 用途 とは,そ
もそ もNTTが 大 い に宣伝 して い る 「帰 る コー ル」 な ど に利 用 す る もの な ので
は ない だ ろ うか 。
1993-1995年にか け,電 話 事 業 に 関 わ る諸 問題 一1993年 秋 に 予定 され て い
る 「エ ン ド ・エ ン ド」 料 金 の導入,公 衆 電話 料金 の値 上 げ問 題,1994年春 に予
定 され てい るア クセ ス ・チ ャー ジの 導入,1995年に再 度 の検 討 を迎 える 「NT
T分 割 」問 題等一 が 目白押 しで あ り,今 後 この よ うな 問題 を考 えて い く上 で
「電 話事 業 にお ける公 共性 ・公 的 規制 を め ぐる問 題」 は,そ の重 要性 を ます ま
す 高 め てい くもの とい わ ざ るを得 ない。
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